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中間貯蔵施設に係る状況について

平成２７年８月

環境省

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る連絡調整会議
資料１－１



中間貯蔵施設とは

○福島県内では、除染に伴う放射性物質を含む土壌や廃棄物等が大量に発生。
○現時点でこれらの最終処分の方法を明らかにすることは困難。

○最終処分するまでの間、安全に集中的に管理・保管する施設として中間貯蔵施
設の整備が必要。

福島県内で発生した以下のものを中間貯蔵施設に貯蔵する

１．仮置場等に保管されている除染に伴う土壌や廃棄物（落葉・枝等）

※可燃物は、原則として焼却し、焼却灰を貯蔵する。

２．１０万Ｂｑ／ｋｇを超える放射能濃度の焼却灰等
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福島県内における除染実施地域と
中間貯蔵施設予定地の位置関係

（※）放射性物質汚染対処特措法に基づき除染計画を策定
している区域

（※）
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中間貯蔵施設の貯蔵量

3
8,000Bq/kg
以下の土壌など

8,000Bq/kg超
10万Bq/kg以下の

土壌など

10万Bq/kg超
の土壌など

10万Bq/kg超
の対策地域内
廃棄物など

除染廃棄物
の焼却灰

約1万ｍ3

約155万ｍ3

約2万ｍ3

1万

500万

1,000万

（ｍ3）
除染土壌などの推計発生量の内訳（2,200万ｍ3の場合）

約1,006万
ｍ3

約1,035万
ｍ3

○福島県内の除染土壌などの発生
量は、減容化（焼却）した後で、約
1,600万～約2,200万㎥と推計。

（参考：東京ドーム（約124万㎥）
の約13～18倍に相当）

※中間貯蔵施設の検討に当たっては、上記
の他、現時点で推計が困難な分野の貯蔵
も考慮。



時期 内容

平成26年9月 福島県知事から、中間貯蔵施設の建設受入れを容認する旨、両町長
は知事の考えを重く受け止め、地権者への説明を了承する旨を国に
伝達。同時に県から搬入受入れまでに５項目について確認を求められ
た。

平成26年10月～
11月

県外最終処分の法制化等に対応する｢日本環境安全事業株式会社法
(JESCO法)｣の改正案を１０月に閣議決定し、国会提出。１１月成立、
１２月施行。

平成26年11月～
平成27年1月

関係機関からなる輸送連絡調整会議での調整を経て、１１月、輸送
基本計画の取りまとめ、平成２７年１月、輸送実施計画を取りまとめ。

平成26年12月～
平成27年1月

大熊町・双葉町が、中間貯蔵施設の建設受入れを容認。

平成27年2月8日 福島県に対し、搬入開始に当たって確認が必要な５項目に係る取組
状況等を説明。

平成27年2月25日 福島県知事・両町長から、搬入を受入れる旨伝達。
福島県、大熊町・双葉町、環境省の間で、中間貯蔵施設の周辺地域
の安全確保等に関する協定を締結。

平成27年3月～ ３月１３日に大熊町、２５日に双葉町の仮置場から搬入を開始。以降、
他市町村から順次搬入を開始。

平成27年4月13日 環境安全委員会を開催し、中間貯蔵に係る保管場設置・輸送等工事
の状況等について説明。 4

中間貯蔵施設に係る経緯（平成26年9月以降）



中間貯蔵施設の配置図
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○中間貯蔵施設予定地の面積は約１６㎢キロメートル、登記記録上の地権者は約２，４００人
○用地補償のルールに則り、適正に補償

用地確保について

個
別
訪
問
等
に
よ
る
説
明

建
物
等
の
物
件
調
査

契
約
締
結

保
証
金
の
前
金
払
い

登
記
・
検
査

残
金
の
支
払
い

地
権
者
説
明
会

用
地
補
償
説
明
（補
償
額
提
示
）

補
償
額
算
定

個別に建物等の調査の了解を得て実施のうえ、
補償額を算定し、個別の用地補償説明に着手。
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地権者の状況について

7

H27.6.30時点



一 （略）・・・中間貯蔵開始後三十年以内

に福島県外での最終処分完了を

確実に実行することが政府に課

せられた法的責務であることを

十分に踏まえつつ、環境省を中

心に政府は（略）・・・必要な措置

の具体的内容と各ステップの開

始時期を明記した工程表を作成

するとともに、その取組の進捗状

況について毎年、国会に報告す

ること。

最終処分に向けた8つのステップについて

○福島県外での最終処分に向け、８つのステップに沿って取組を進めていく。

○具体的には、放射能の物理的減衰を踏まえつつ、幅広く情報収集しながら、まずは、研究・技術
開発、減容化・再生資源化等の可能性を踏まえた最終処分の方向性の検討等に取り組む。

○並行して、情報発信等を通じて、低濃度生成物の再生利用と県外最終処分に係る全国民的な
理解の醸成を図る。

（参考）日本環境安全事業株式会社法の

一部改正法附帯決議（抄）

中間貯蔵開始後30年以内の県外最終処分について
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中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会概要

検討内容

【目的】 JESCO法において、国は、中間貯蔵開始後３０年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必要な
措置を講ずることとしていることを踏まえ、除去土壌等の減容・再生利用に係る技術開発戦略、再生利用の促進
に係る事項等について検討を行う。

※除去土壌等の減容…除去土壌及び焼却灰を対象に、各種の減容技術を用いて放射能濃度の低いものと
高いものに分け、低いものを再生資源とすることで、最終処分すべき量を減らすこと。

※再生利用…再生資源としたものを各種用途に利用すること。 9



細見 正明 国立大学法人東京農工大学大学院工学研究院 応用化学部門教授

石井 慶造 国立大学法人東北大学大学院工学研究科 生活環境早期復旧技術研究センター センター長

石川 雄章 国立大学法人東京大学大学院情報学環特任教授

石田 聡
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究所
資源循環工学研究領域 上席研究員

大迫 政浩 国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センターセンター長

勝見 武 国立大学法人京都大学大学院地球環境学堂教授

佐藤 努 国立大学法人北海道大学大学院工学研究院 環境循環システム部門資源循環工学分野教授

髙橋 隆行 国立大学法人福島大学共生システム理工学類教授

髙村 昇 国立大学法人長崎大学原爆後障害医療研究所 国際保健医療福祉学研究分野・教授

宮武 裕昭
国立研究開発法人土木研究所 地質・地盤研究グループ施工技術チーム上席研究員
（専門分野 土木材料としての土砂の力学的特性）

油井 三和 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門福島環境安全センターセンター長

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会
委員名簿

座長
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輸送に係る調整

輸送の実施に当たっては、搬出自
治体等と事前に十分な調整を行う。
また、運転手等へ教育・研修を実施。

ルートの設定
輸送に用いるルートは、予め設定。
輸送には、高速道路を積極的に利用。

・大量の除去土壌等を輸送する段階に向け、安全かつ確実に実施できることを確認する
ため、パイロット輸送を概ね1年間実施。
・パイロット輸送の段階から、輸送対象物の全数管理、輸送車両の運行管理、モニタリ
ング等を行い、安全かつ円滑な輸送を実施。
・パイロット輸送では、各市町村からそれぞれの現地状況に応じて概ね1,000立方メート
ル程度を輸送。

積込・搬出
搬出作業は周囲の環境に配慮して
行うとともに、散乱したり漏れたりしな
いような荷姿を確保。

輸送
輸送中は、輸送物を全数管理し、
輸送車両の位置を全数把握。

事故への対応
万が一の事故に対応する体制を整
え、いざというときには迅速に対応。

モニタリング
輸送に伴い生活環境への影響や放
射線量による影響等についてモニタリ
ングし、結果を公開する予定。

⇒ パイロット輸送の実施・検証を通じて、本格輸送に向けた準備を進める。

中間貯蔵施設への輸送（パイロット輸送）について
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保管場等から退出した工事関係車両は全て
基準値(13,000cpm)未満であることを確認。

【目的】
中間貯蔵施設の具体的な配置図に沿った本格工事が始まるまでの間、施設予定地内に除染土壌等を一時的に
保管する保管場（ストックヤード）を整備する。

【保管容量】
（第一弾）大熊町・双葉町でそれぞれ約１万㎥程度
（第二弾）大熊町・双葉町でそれぞれ約１万㎥程度
（第三弾）大熊町・双葉町でそれぞれ約０．６万㎥程度
※合計で約５万㎥程度

保管場（ストックヤード）での保管の状況

12保管場への搬入・定置作業（大熊町内）

＜保管量（平成２７年８月３日時点）＞

○大熊町保管場： 6,929ｍ３

○双葉町保管場： 3,802ｍ３

※輸送した大型土のう袋等１袋の体積を１ｍ３として
換算した数値。

＜保管場の空間線量率＞
○搬入前と比較して大きな変化なし。
※搬入前後の空間線量率は、
・大熊町保管場：１～９μSv/h程度
・双葉町保管場：１～４μSv/h程度

保管場（ストックヤード）での保管 スクリーニング結果



１．準備工

２．積込

３．輸送

４．荷下ろし

５．運搬・定置

現地状況等の確認現地状況等の確認

上部シートの開放＋遮へい土のうの撤去上部シートの開放＋遮へい土のうの撤去

土のう袋の取り出し土のう袋の取り出し

土のう袋の水切り土のう袋の水切り

新しい土のう袋への詰込み（必要に応じて）新しい土のう袋への詰込み（必要に応じて）

重量測定重量測定

土のう袋の放射線量率の測定土のう袋の放射線量率の測定

記録・タグ付け記録・タグ付け

水分を多く含む

積込み積込み

シート掛けシート掛け

車両の放射線量率の測定車両の放射線量率の測定

車両等の照合車両等の照合

仮置場から搬出仮置場から搬出

保管場へ搬入保管場へ搬入

場外車両から場内車両への積替え場外車両から場内車両への積替え

車両の汚染検査車両の汚染検査

保管場退場保管場退場

上部シートの開放

遮へい土のうの撤去

詰込み

重量測定

土のう袋の放射線量率の測定

記録・タグ付け 積込み

シート掛け 車両の放射線量率の測定

車両の汚染検査

YES

NO

仮
置
場

GPSによる車両の運行管理

搬入物の確認
（全数管理）

場内車両による運搬・定置場内車両による運搬・定置

保
管
場

（注：写真は除染工事等から引用したイメージ）
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仮置場から保管場までの基本的な作業フロー



保管場に輸送車両が到着した後、①重量の測定、②積荷の確認などを行い、③場外車
両から場内車両への積替え、④保管場での定置等を行います。
保管場に輸送車両が到着した後、①重量の測定、②積荷の確認などを行い、③場外車
両から場内車両への積替え、④保管場での定置等を行います。

①重量の測定 ②積荷の確認

③場外車両から場内車両への積替え ④保管場での定置

保管場（ストックヤード）での基本的な作業
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輸送車両（10tダンプトラック）

除染土壌等の
輸送車両である
ことを明示

大型土のう袋のタグ

新タグ

旧タグ（仮置場ごとに異なる）

帳票類

運行管理画面のイメージ

輸送車両の移動軌跡、通過時刻等が表示されます

旧タグの情報を新タグに継承します

バーコード入力等で速やかに情報管理
中間貯蔵施設へ除染土壌等を輸送する車両であることを明示

輸送に係る車両・情報端末等

位置情報発信車載器

管理用端末
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パイロット輸送に当たっての主な安全対策
①輸送対象物と輸送車両の一元的な管理

輸送をする全ての除染土壌等を入れた大型土のう袋等に
中身や重量などが分かるタグ（札）を付け、全数管理。
輸送車両の輸送状況をGPS(※)を活用して常時把握し、万
が一問題が生じた場合にもすぐに対応。

※ ＧＰＳ：数個の衛星からの信号を受信機で受け取り、
現在位置を知るシステム

上記情報を環境省とＪＥＳＣＯが一元的に管理し、安全な
輸送を実施。

② 除染土壌等の飛散流出防止対策

除染土壌等は遮水性を有する大型
土のう袋等に入れて輸送。

大型土のう袋に破損等が確認され
た場合は新しい大型土のう袋に詰
込み。

輸送車両の荷台をシートで覆うこと
などにより飛散を防止。

③ 運転者と作業員の教育

輸送前に運転者や作業員の教育や研修を
行い、本事業の重要性や放射性物質に汚
染された土壌等を扱うに当たっての意識と
技能等を高める。

④ 輸送ルート上の道路交通対策

輸送ルート上の狭い道路などに交通誘導
員を配置し、注意喚起の看板を設置するな
どにより、輸送車両が一般車両や一時帰宅
者に常に配慮し、事故防止を徹底。

 
急
カ
ー
ブ
注
意 

交
通
安
全
厳
守 

安
全
運
転
厳
守 

⑤ 保管場におけるスクリーニング

輸送車両が保管場から退出する前には放
射線量を測定（スクリーニング）し、基準値
以上であれば洗浄等を行うことにより、周
辺道路等の汚染の防止を徹底。

⑥ 輸送車両は、専用の駐車マスで休憩

高速道路を利用した輸送では、差塩PA
やならはPAの専用マスにて輸送車両
は駐車・休憩します。
輸送車両の利用時間帯は
監視員を配置します。



パイロット輸送の状況

※輸送開始前に、住民への周知等も実施。
※上記以外の市町村のパイロット輸送に
ついても、関係市町村等と調整し、順次
実施予定。

工区 市町村 輸送開始 輸送完了

大
熊
工
区

大熊町 ３／１３ ４／７

田村市 ４／１０ ５／２５

富岡町 ５／２６ ６／６

川内村 ６／８ ７／１０

広野町 ６／２２ ７／１０

棚倉町 ７／１８ ８／４

双
葉
工
区

双葉町 ３／２５ ４／１４

浪江町 ６／２３ ８／４

葛尾村 ６／２６

楢葉町 ６／３０

郡山市 ７／２７

（平成２７年８月４日時点）
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双葉町-陳場下交差点付近

大熊町-東大和久交差点付近

中間貯蔵施設に係るモニタリング
空間線量率・大気中放射性物質濃度の測定

○中間貯蔵施設に係る指針に基づき
連続測定を実施中。

○ 空間線量率は
通常の変動の範囲内で推移。

○ 大気中放射性物質濃度は
検出下限値未満。
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中間貯蔵施設に係るモニタリング
空間線量率の測定結果（連続測定）

（H27.7.27時点）
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パイロット輸送におけるモニタリング
輸送路における放射線量率の測定

輸送車両の通過地点において、遮へい板付きの測定器を用いて周囲からの放射線の影響を除去し、
車道から歩道方向に入射する放射線のみをとらえ、その放射線量率の変化の測定を実施中。



（１）ウェブサイト
環境省ウェブサイト及びJESCOウェブサイトにおいて、中間貯蔵施設の概要、輸送の方法、
施設や輸送の状況、モニタリングに係る情報等を提供。

○環境省ウェブサイト
（中間貯蔵施設情報サイト）

https://josen.env.go.jp/chukanchozou
hozou/

○JESCOウェブサイト
http://www.jesconet.co.jp/interim/index.html

21

情報公開について

モニタリング
情報

輸送の状況

21
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（２）お問い合わせ窓口・相談室
中間貯蔵施設全般、輸送、生活再建・用地補償に関するお問い合わせについて、窓口・
相談室を設置して対応。

情報公開について

（３）パンフレットの配布等

中間貯蔵施設や輸送についてのパンフレットなどを作
成・配布し、関係住民の方々などに中間貯蔵事業に関
する情報等を提供。
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（参考）輸送基本計画（平成２６年１１月）のポイント

１．輸送の基本原則
①安全かつ確実に輸送を実施
②短期間かつ円滑に輸送を実施
③国民及び関係機関の理解と協力の下実施

２．輸送に係る基本的事項

（１）輸送対象
（２）輸送実施主体
・除染特別地域の除去土壌、対策地域内廃棄物及び
指定廃棄物は国が輸送
・除染実施区域の除去土壌等は市町村等が輸送

・国は除染実施区域における輸送についても、安全
かつ円滑な輸送の確保のための措置を講ずる必要

（３）輸送等の手段
（４）道路交通の状況

３．輸送に係る基本方針

４．輸送の実施に向けて措置すべき事項

（１）統括管理の実施
・輸送に関する情報を一元的に把握し、搬出量・輸送ルート等の調整や輸送物の全
数管理、輸送車両の運行管理等を実施

（２）福島県全体の復興の推進等に資する円滑な輸送
（３）住民の安全確保と環境影響等の抑制
（４）高速道路の積極的な利用
・地域の状況を踏まえ高速道路を積極的に利用するルートを設定。

（５）集約輸送及び大型の輸送車両の使用
・可能な限り大型車両を活用する方針。10tダンプトラックの使用が有効と想定。
（６）事故等への万全の備えと対応
・交通事故の未然防止が重要。万一に備えた対策を実施。

（７）モニタリングの実施と住民への情報提供
・モニタリング（放射線、大気質、騒音、交通量など）を実施・情報提供。

（８）中間貯蔵施設への輸送に関する理解の醸成

（１）輸送実施計画の策定
・輸送連絡調整会議を活用し、関係機関と連携して輸送実施計画を策定。

（２）輸送の役割分担
・着実な統括管理、輸送に向けて、除染実施区域のうち積込場からの輸送
については国が輸送

（３）関係機関の連携強化
・関係機関が連携・相互理解・協力を図るため輸送連絡調整会議を設置。

（４）パイロット輸送の実施
・本格的な輸送に向けて、改良点を抽出することを目的としたパイ
ロット輸送を概ね１年程度実施。

（５）道路・交通対策
・一般交通への影響を図るため、地域の状況に応じ、必要な道
路・交通対策を実施。

（６）運転者や作業員等の教育・研修
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（参考）輸送実施計画（平成２７年１月）のポイント

パイロット輸送の基本的事項

事故等への万全の備えと対応
運転者や作業員の
教育・研修・安全確保

輸送の流れとルート
／搬出と搬入

輸送に係る事前評価と
モニタリング

コミュニケーションや情報公開

輸送の統括管理

本格輸送に向けた準備

・目的（本格的な輸送に向け、安全かつ確実
な輸送を実施できることを確認）
・期間（輸送期間は、輸送開始から１年程度。
・各市町村から1,000m3程度の除去土壌等
を輸送）
・搬出元と搬出先
・輸送の形態と役割分担
・輸送ルート（高速道路を積極的に利用）
・輸送実施計画（パイロット輸送）の更新

・輸送全体の流れと役割分担
・運行計画の策定
・輸送の実施
・端末輸送
・積込場の確保
・積込場での積込み
・中間貯蔵施設での荷下ろし

・事故等への万全の備え（関係機関と連携
し、緊急時の体制構築等）
・輸送車両の事故等への対応
・自然災害等の対応

・教育・研修（輸送実施計画全般、放射線障
害防止、安全運転・運行管理）
・運転者や作業員の安全確保

・輸送に係る事前評価
・輸送に係るモニタリング

・（コミュニケーションや情報公開に係る）
基本的な考え方（情報発信のみならず、
双方向コミュニケーションも重要）

・コミュニケーションや情報公開の方法
（中間貯蔵施設情報サイト、パンフレッ
ト、総合窓口設置等）

・輸送ルート（高速道路の積極的な
利用）

・本格輸送のピーク時を想定した事
前評価

・道路・交通対策の検討（関係機関
と調整の上、ハード対策も含め必
要な対策を検討）

・パイロット輸送の状況を踏まえた
検証
・本格輸送時の搬出量等の設定
・積込場の要件等を具体化

・統括管理の概要（環境省・JESCOが
輸送関連の情報を一元的に把握・
管理）
・搬出時期・輸送ルート等の調整

・総合管理システムの構成（全数管
理、モニタリング情報の管理等を実
施）
・輸送対象物の管理
・輸送車両の運行管理



現場見学会について

実施日 平成27年5月27日（水）

平成２７年８月

環境省

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る連絡調整会議
資料１－２

0

現場見学会・輸送状況報告会 行程表

時 間 行 動 等

９：４５ いわき市文化センター発

１１：１５ 仮置場（富岡町）着

（搬出作業の見学） ～１２：００

１２：１５ 仮置場（富岡町）発

１４：１５ いわき市文化センター着

１４：３０ 輸送状況報告会

１６：００ 解散

１．実施目的 市町村の除染、搬出担当者に対して、中間貯蔵施設への輸送及び仮置場等で
の具体的な作業に係るご理解をいただき、今後の搬出の調整を円滑に進め
るため、中間貯蔵に係る保管場設置、輸送等の工事状況について説明する
とともに、仮置場等での積込み作業の様子を見学する機会を設けるもの。

２．期日 平成２７年５月２７日（水）

３．場所 富岡町、いわき市

４．参加者 ４７名（２６市町村及び福島県）
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全体説明風景（富岡町） 2

タブレット 3



ロードセルによる重量測定① 4

ロードセルによる重量測定② 5



保管容器の線量測定 6

データタグの取付 7



１０ｔダンプへの積込み① 8

１０ｔダンプへの積込み② 9



積込み後のダンプ周辺の線量測定 10

積込み後のダンプ周辺の線量測定 11



管理棟（外観） 12

管理棟（内部） 13



輸送状況報告会（いわき市文化センター）① 14

輸送状況報告会（いわき市文化センター）② 15



パイロット輸送における搬出について 
 

環境省 
福島県 

 
１．基本的事項 
 
○ パイロット輸送の期間は輸送開始から１年程度。 
 
○ 積込場から搬出先までの距離が近いところから

の搬出を基本とし、積込場ごとに個別に考慮すべき
具体的事項を踏まえる。 

 
○ 他市町村からの輸送車両の通過も含め、輸送ルー

トに係る市町村の理解と協力が不可欠。 
 
 

２．考慮すべき具体的事項 
 
○ 学校等からの搬出は夏休み等に搬出。 
 
○ 積雪等による影響が大きいと考えられる場合は
できる限り秋までに搬出。 
（会津地域、一般道で阿武隈高地を越える市町村、
積込場が山間部にある市町村について、積雪等によ
る影響が大きいと考えられる場合） 

 
○ 上記以外の市町村についても、基本的事項を踏ま
えて順次調整を開始。 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る連絡調整会議 

資料２ 
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中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る連絡調整会議 

開催要項 

 

１．目的 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に当たっては、「中間貯蔵施設への除去土

壌等の輸送に係る基本計画（以下「輸送基本計画」という。）」に基づき、輸送

実施者、道路管理者、警察等の関係機関が連携し、住民の生活環境や一般交通

に対する影響を抑制しつつ、安全かつ円滑な輸送を実施することが必要である。 
このため、「中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る実施計画（以下「輸送

実施計画」という。）」の案に係る事項、輸送実施段階における輸送の具体的な

手法及び輸送の状況等に関して、関係機関の共通認識の醸成や相互理解・協力

の増進を図ることを目的として、「中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る連

絡調整会議（以下「会議」という。）」を開催する。 
 
２．連絡調整事項 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送の実施に係る次に掲げる事項について連

絡調整することとする。 
（１） 輸送実施計画の策定に係る事項 
（２） 輸送の実施段階における対応のあり方 
（３） 輸送に関する住民等への周知、広報 
（４） その他 

 
３．会議の構成 

（１） 会議は別紙に掲げる関係機関をもって構成する。 
（２） 会議の座長は環境省福島環境再生事務所長が務める。 
（３） 座長は、会議の議事運営に当たる。 
（４） 座長に事故等があるときには、座長があらかじめ指名した者がその職

務を代行する。 
（５） 座長は、必要に応じて地区別又はテーマ別の分科会を設置することが

できる。 
（６） 座長は、会員の運営に必要があるときは、臨時委員を置き、オブザー

バーを出席させることができる。 
 

４．事務 

会議の事務は、環境省福島環境再生事務所において行う。 
 
５．その他 

 会議は、原則として公開とする。 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る連絡調整会議 

参考資料 
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（別紙） 
 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に関する連絡調整会議 構成機関 

 
・福島県避難地域復興局避難地域復興課 
・福島県生活環境部放射線監視室 
・福島県生活環境部水・大気環境課 
・福島県生活環境部中間貯蔵施設等対策室 
・福島県生活環境部除染対策課 
・福島県土木部土木企画課 
・福島県土木部道路計画課 
・福島県警察本部交通部交通企画課 
・福島県警察本部交通部交通規制課 
・福島県警察本部警備部災害対策課 
・福島市消防本部（福島県代表消防機関） 
 
・福島市政策推進部 
・会津若松市市民部 
・郡山市生活環境部 
・いわき市行政経営部 
・白河市市民生活部 
・須賀川市生活環境部 
・喜多方市市民部 
・相馬市民生部 
・二本松市市民部 
・田村市市民部 
・南相馬市復興企画部 
・伊達市市長直轄 
・本宮市放射能除染モニタリングセンター 
・桑折町原発事故対策課 
・国見町原発災害対策課 
・川俣町原子力災害対策課 
・大玉村再生復興課 
・鏡石町総務課 
・天栄村総務課 
・下郷町町民課 
・檜枝岐村総務課 
・只見町環境整備課 
・南会津町環境水道課 
・北塩原村住民課 
・西会津町町民税務課 
・磐梯町総務課 
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・猪苗代町町民生活課 
・会津坂下町総務課 
・湯川村総務課 
・柳津町町民課 
・三島町総務課 
・金山町住民課 
・昭和村保健福祉課 
・会津美里町くらし安心課 
・西郷村放射能対策課 
・泉崎村事業課 
・中島村生活支援対策室 
・矢吹町町民生活課 
・棚倉町住民課 
・矢祭町町民福祉課 
・塙町生活環境課 
・鮫川村地域整備課 
・石川町町民生活課 
・玉川村住民課 
・平田村住民課 
・浅川町住民課 
・古殿町生活福祉課 
・三春町除染対策課 
・小野町町民生活課 
・広野町放射線対策課 
・楢葉町放射線対策課 
・富岡町安全対策課 
・川内村産業振興課 
・大熊町環境対策課 
・双葉町産業建設課 
・浪江町ふるさと再生課 
・葛尾村地域振興課 
・新地町町民課 
・飯舘村復興対策課 

 
・内閣府原子力災害対策本部現地対策本部 
・内閣府原子力被災者生活支援チーム 
・復興庁福島復興局 
・国土交通省東北地方整備局道路部 
・東日本高速道路（株）東北支社総合企画部 
・東日本高速道路（株）東北支社管理事業部 
・環境省福島環境再生事務所 
・中間貯蔵・環境安全事業株式会社  中間貯蔵管理センター 
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